
公布された条例のあらまし

○ 沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例（条例第１号）

１ 情報提供等記録の定義を改めることとした。（第２条関係）

２ 情報提供等記録の訂正を実施した場合の通知先に条例事務関係情報照会者及び条例事務関係情報提供者を

加えることとした。（第36条関係）

３ 個人情報保護法に規定する個人情報取扱事業者の範囲が拡大されることを踏まえ、関係する条項を削るこ

ととした。（第50条から第52条まで関係）

４ その他所要の改正を行うこととした。（目次、第21条、第37条の２、第53条から第56条まで、第57条、第

58条から第68条まで、第69条及び第70条関係）

５ この条例は、平成29年５月30日から施行することとした。ただし、４の一部は、公布の日から施行するこ

ととした。（附則）

○ 沖縄県私立学校施設改築促進事業基金条例の一部を改正する条例（条例第２号）

１ 設置規定の目的に私立学校の大規模な改造を促進することを加えることとした。（第１条関係）

２ 私立の小学校、中学校及び高等学校の施設の大規模な改造に要する費用を県が補助する事業の費用の財源

に充てる場合に基金を処分できるよう改めることとした。（第６条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第３号）

１ 沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第１

条＞

⑴ 育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務の対象となる子の範囲を拡大する。（第６条の３関係）

⑵ 介護を行う職員の時間外勤務を制限する規定を設ける。（第６条の４関係）

⑶ 介護休暇を分割して取得できるよう規定を改める。（第17条の２関係）

⑷ 介護のため１日につき２時間の範囲内で勤務しないことができる介護時間を新設する。（第８条及び第

17条の３関係）

２ 沖縄県職員の給与に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第２条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第３条関係）

３ 現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第３条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第17条関係）

４ 沖縄県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第４条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第18条関係）

５ 沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。

＜第５条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第23条関係）

６ 沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第６条＞

⑴ 非常勤職員に係る育児休業の取得要件を緩和し、子が１歳６箇月に達する日までに任期が満了すること

等が明らかでない場合は取得できることとする。（第２条関係）

⑵ 養子縁組里親となれないため養育里親として委託を受けている子についても育児休業を取得できること

とする。（第２条の２関係）

⑶ 養子縁組を予定している子に係る育児休業又は育児短時間勤務の承認を受けたため、既に取得していた

育児休業又は育児短時間勤務の承認が取り消された後、養子縁組が成立しなかった場合は、既に取得して

いた育児休業又は育児短時間勤務に係る子について再度の取得ができることとする。（第３条及び第11条

関係）

⑷ 介護時間等の承認を受けている職員に対する部分休業の承認は、介護時間等と合わせて２時間を超えな

い範囲内で行うこととする。（第27条関係）

⑸ その他所要の整理を行う。（第２条の３及び第２条の４関係）

７ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

８ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項）

○ 沖縄県職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例（条例第４号）

１ 配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情を定めることに伴い、この条例の趣旨規定を整理

することとした。（第１条関係）

２ 配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情として、延長期間の満了日後も配偶者の外国での
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公布された条例のあらまし

○ 沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例（条例第１号）

１ 情報提供等記録の定義を改めることとした。（第２条関係）

２ 情報提供等記録の訂正を実施した場合の通知先に条例事務関係情報照会者及び条例事務関係情報提供者を

加えることとした。（第36条関係）

３ 個人情報保護法に規定する個人情報取扱事業者の範囲が拡大されることを踏まえ、関係する条項を削るこ

ととした。（第50条から第52条まで関係）

４ その他所要の改正を行うこととした。（目次、第21条、第37条の２、第53条から第56条まで、第57条、第

58条から第68条まで、第69条及び第70条関係）

５ この条例は、平成29年５月30日から施行することとした。ただし、４の一部は、公布の日から施行するこ

ととした。（附則）

○ 沖縄県私立学校施設改築促進事業基金条例の一部を改正する条例（条例第２号）

１ 設置規定の目的に私立学校の大規模な改造を促進することを加えることとした。（第１条関係）

２ 私立の小学校、中学校及び高等学校の施設の大規模な改造に要する費用を県が補助する事業の費用の財源

に充てる場合に基金を処分できるよう改めることとした。（第６条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第３号）

１ 沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第１

条＞

⑴ 育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務の対象となる子の範囲を拡大する。（第６条の３関係）

⑵ 介護を行う職員の時間外勤務を制限する規定を設ける。（第６条の４関係）

⑶ 介護休暇を分割して取得できるよう規定を改める。（第17条の２関係）

⑷ 介護のため１日につき２時間の範囲内で勤務しないことができる介護時間を新設する。（第８条及び第

17条の３関係）

２ 沖縄県職員の給与に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第２条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第３条関係）

３ 現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第３条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第17条関係）

４ 沖縄県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第４条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第18条関係）

５ 沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正することとした。

＜第５条＞

給与額を減額して給与を支給する休暇に介護時間を加える。（第23条関係）

６ 沖縄県職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正することとした。＜第６条＞

⑴ 非常勤職員に係る育児休業の取得要件を緩和し、子が１歳６箇月に達する日までに任期が満了すること

等が明らかでない場合は取得できることとする。（第２条関係）

⑵ 養子縁組里親となれないため養育里親として委託を受けている子についても育児休業を取得できること

とする。（第２条の２関係）

⑶ 養子縁組を予定している子に係る育児休業又は育児短時間勤務の承認を受けたため、既に取得していた

育児休業又は育児短時間勤務の承認が取り消された後、養子縁組が成立しなかった場合は、既に取得して

いた育児休業又は育児短時間勤務に係る子について再度の取得ができることとする。（第３条及び第11条

関係）

⑷ 介護時間等の承認を受けている職員に対する部分休業の承認は、介護時間等と合わせて２時間を超えな

い範囲内で行うこととする。（第27条関係）

⑸ その他所要の整理を行う。（第２条の３及び第２条の４関係）

７ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

８ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項）

○ 沖縄県職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例（条例第４号）

１ 配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情を定めることに伴い、この条例の趣旨規定を整理

することとした。（第１条関係）

２ 配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情として、延長期間の満了日後も配偶者の外国での

勤務が引き続くこととなり、及びそのことが延長の申請時には確定していなかったこと等を定めることとし

た。（第７条関係）

３ その他所要の整理を行うこととした。（第８条から第12条まで関係）

４ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第５号）

１ 歯科技工士の登録実施及びこれに関連する事務を指定登録機関が行うこととされたことに伴い、市町村に

移譲している歯科技工士法施行令に基づく事務に係る規定を削ることとした。（第２条関係）

２ ４ヘクタールを超える農地の転用制限に係る許可が知事の権限とされたことに伴い農地法に関する権限移

譲の規定を整備するとともに、農業会議を農業委員会ネットワーク機構に改めることとした。（第２条関

係）

３ 旅券法に基づく知事の権限に属する事務の一部について、市町村が処理することとした。（第２条関

係）

４ 土地区画整理法に基づく知事の権限に属する事務の一部について、市町村が処理することとした。（第

２条関係）

５ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、１は、公布の日から施行することとし

た。（附則第１項）

６ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項及び第３項）

○ 沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例（条例第６号）

１ 建設材料試験手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第２関係）

２ 温泉成分分析機関登録申請手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

３ 肥料登録手数料等について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

４ 小型漁船総トン数測度手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料等について、額の適正化を図ることとした。（別表第

３関係）

６ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料等について、徴収根拠を定めることとした。（別表第３関

係）

７ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

８ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項）

○ 沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（条例第７号）

１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部が改正されることに伴

い、条例の規定を整理することとした。（第１条及び第４条関係）

２ この条例は、平成29年５月30日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第８号）

１ 情緒障害児短期治療施設の名称を児童心理治療施設に改めることとした。（目次、第17条、第21条及び第

91条から第98条まで関係）

２ 児童福祉法の規定を引用している条項を整理することとした。（第28条、第58条、第92条、第100条及び

第111条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、２は、公布の日から施行することとし

た。（附則）

○ 沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例（条例第９号）

１ 修学資金の返還免除対象施設である母子健康センターの名称を母子健康包括支援センターに改めることと

した。（第10条関係）

２ その他所要の整理を行うこととした。（第８条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第

10号）

１ 機械器具利用料金の基準額を改めることとした。（別表関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。（第10条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、２は、公布の日から施行することとし
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勤務が引き続くこととなり、及びそのことが延長の申請時には確定していなかったこと等を定めることとし

た。（第７条関係）

３ その他所要の整理を行うこととした。（第８条から第12条まで関係）

４ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（条例第５号）

１ 歯科技工士の登録実施及びこれに関連する事務を指定登録機関が行うこととされたことに伴い、市町村に

移譲している歯科技工士法施行令に基づく事務に係る規定を削ることとした。（第２条関係）

２ ４ヘクタールを超える農地の転用制限に係る許可が知事の権限とされたことに伴い農地法に関する権限移

譲の規定を整備するとともに、農業会議を農業委員会ネットワーク機構に改めることとした。（第２条関

係）

３ 旅券法に基づく知事の権限に属する事務の一部について、市町村が処理することとした。（第２条関

係）

４ 土地区画整理法に基づく知事の権限に属する事務の一部について、市町村が処理することとした。（第

２条関係）

５ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、１は、公布の日から施行することとし

た。（附則第１項）

６ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項及び第３項）

○ 沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例（条例第６号）

１ 建設材料試験手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第２関係）

２ 温泉成分分析機関登録申請手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

３ 肥料登録手数料等について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

４ 小型漁船総トン数測度手数料について、額の適正化を図ることとした。（別表第３関係）

５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料等について、額の適正化を図ることとした。（別表第

３関係）

６ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料等について、徴収根拠を定めることとした。（別表第３関

係）

７ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

８ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項）

○ 沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（条例第７号）

１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部が改正されることに伴

い、条例の規定を整理することとした。（第１条及び第４条関係）

２ この条例は、平成29年５月30日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（条例第８号）

１ 情緒障害児短期治療施設の名称を児童心理治療施設に改めることとした。（目次、第17条、第21条及び第

91条から第98条まで関係）

２ 児童福祉法の規定を引用している条項を整理することとした。（第28条、第58条、第92条、第100条及び

第111条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、２は、公布の日から施行することとし

た。（附則）

○ 沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例（条例第９号）

１ 修学資金の返還免除対象施設である母子健康センターの名称を母子健康包括支援センターに改めることと

した。（第10条関係）

２ その他所要の整理を行うこととした。（第８条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第

10号）

１ 機械器具利用料金の基準額を改めることとした。（別表関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。（第10条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。ただし、２は、公布の日から施行することとし

た。（附則）

○ 沖縄県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第11号）

１ 航空機の給油作業等における静電気対策としての航空機及び給油車のそれぞれの接地に係る規定を削るこ

ととした。（第７条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県文教地区建築条例の一部を改正する条例（条例第12号）

１ 条例に基づく文教地区内の建築制限等に係る許可に関する知事の権限に属する事務について、権限移譲の

協議の整った那覇市、宮古島市及び石垣市が処理することとした。（第４条関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。（第５条及び第６条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

４ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項及び第３項）

○ 沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例（条例第13号）

１ 県立高等学校、県立特別支援学校及び県立中学校の職員の定数並びに市町村立小学校及び中学校の職員の

定数を改めることとした。（第２条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例（条例第14号）

１ 沖縄県警察職員の定員を改めることとした。（第２条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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た。（附則）

○ 沖縄県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（条例第11号）

１ 航空機の給油作業等における静電気対策としての航空機及び給油車のそれぞれの接地に係る規定を削るこ

ととした。（第７条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県文教地区建築条例の一部を改正する条例（条例第12号）

１ 条例に基づく文教地区内の建築制限等に係る許可に関する知事の権限に属する事務について、権限移譲の

協議の整った那覇市、宮古島市及び石垣市が処理することとした。（第４条関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。（第５条及び第６条関係）

３ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則第１項）

４ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項及び第３項）

○ 沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例（条例第13号）

１ 県立高等学校、県立特別支援学校及び県立中学校の職員の定数並びに市町村立小学校及び中学校の職員の

定数を改めることとした。（第２条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

○ 沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例（条例第14号）

１ 沖縄県警察職員の定員を改めることとした。（第２条関係）

２ この条例は、平成29年４月１日から施行することとした。（附則）

条 例

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第１号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県私立学校施設改築促進事業基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第２号

沖縄県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例等の一部を改正する条例をここに

公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第３号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）

6



平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第４号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第５号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第６号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第７号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第８号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第９号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第10号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県空港の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第11号

沖縄県文教地区建築条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第12号

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第13号

沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県条例第14号

規 則

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布す

る。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第17号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

（沖縄県個人情報保護条例施行規則の一部改正）

第１条 沖縄県個人情報保護条例施行規則（平成17年沖縄県規則第21号）の一部を次のように改正する。

第２条中「第64条第２項」を「第61条第２項」に改める。

（沖縄県個人情報保護審査会規則の一部改正）

第２条 沖縄県個人情報保護審査会規則（平成17年沖縄県規則第22号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第60条」を「第57条」に改める。

第６条第２項中「第54条第１項」を「第51条第１項」に改める。

第７条中「第54条第４項」を「第51条第４項」に改める。

（事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部改正）

第３条 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成18年沖縄県規則第88号）の一部を次のように

改正する。

第４条から第６条までを削る。

附 則

この規則は、平成29年５月30日から施行する。

定期第4532号のうち「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則」を削除

することに伴い、次の規則について、規則番号の修正をお願いします。

【定期第4532号分】

沖縄県規則第15号

沖縄県職業能力開発校の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

【号外第４号分】

沖縄県規則第16号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

沖縄県規則第17号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第18号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第19号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

【号外第５号分】

沖縄県規則第20号

沖縄県特別職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第21号

地方公営企業法第39条第２項に規定する知事が定める職を指定する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第22号

沖縄県行政組織規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第23号

沖縄県出先機関の長に対する事務の委任及び決裁に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第24号

沖縄県標準的な職を定める規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第25号

沖縄県財務規則の一部を改正する規則

平成29年３月31日　金曜日 公　　　　報 （号外第４号）
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沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布す

る。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第 号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

（沖縄県個人情報保護条例施行規則の一部改正）

第１条 沖縄県個人情報保護条例施行規則（平成17年沖縄県規則第21号）の一部を次のように改正する。

第２条中「第64条第２項」を「第61条第２項」に改める。

（沖縄県個人情報保護審査会規則の一部改正）

第２条 沖縄県個人情報保護審査会規則（平成17年沖縄県規則第22号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第60条」を「第57条」に改める。

第６条第２項中「第54条第１項」を「第51条第１項」に改める。

第７条中「第54条第４項」を「第51条第４項」に改める。

（事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部改正）

第３条 事業者が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成18年沖縄県規則第88号）の一部を次のように

改正する。

第４条から第６条までを削る。

附 則

この規則は、平成29年５月30日から施行する。

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第18号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県証紙条例施行規則（昭和48年沖縄県規則第13号）の一部を次のように改正する。

別表第１項中第274号を第277号とし、第269号から第273号までを３号ずつ繰り下げ、第268号の次に次の

３号を加える。

269 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料

270 建築物エネルギー消費性能適合性判定変更手数料

271 建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更の該当証明書交付手数料

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第19号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年沖縄県規則第52号）の

一部を次のように改正する。

第27条の見出し、第28条の見出し及び第29条の見出し中「情緒障害児短期治療施設」を「児童心理治療施

設」に改める。

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第 号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成15年沖縄県規

則第50条）の一部を次のように改正する。

別表の２中「870円」を「350円」に、「7,950円」を「3,460円」に、「480円」を「250円」に、

「
レオメーター 同 220円 を

」

「
レオメーター 同 220円
超高速液体クロマトグラフ 同 1,090円 に、
走査型電子顕微鏡 同 420円

」

「
ジャーファーメンター 同 2,280円

を小型凍結乾燥機 同 1,490円
」

「
ジャーファーメンター（90リットル） 同 2,280円
ジャーファーメンター（600リットル） 同 1,030円 に、
小型凍結乾燥機 同 1,490円

」

「
電解水生成装置 同 20円 を

」

「
電解水生成装置 同 20円
粉体殺菌装置 同 2,930円
超高温液体加熱処理装置 同 1,530円
粉砕器 同 560円 に改める。
粉末自動充填機 同 430円
回転ドラム乾燥機 同 230円
乳化分散機 同 230円
急速冷凍装置 同 140円

」

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

定期第4532号のうち「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則」を削除

することに伴い、次の規則について、規則番号の修正をお願いします。

【定期第4532号分】

沖縄県規則第15号

沖縄県職業能力開発校の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

【号外第４号分】

沖縄県規則第16号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

沖縄県規則第17号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第18号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第19号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

【号外第５号分】

沖縄県規則第20号

沖縄県特別職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第21号

地方公営企業法第39条第２項に規定する知事が定める職を指定する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第22号

沖縄県行政組織規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第23号

沖縄県出先機関の長に対する事務の委任及び決裁に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第24号

沖縄県標準的な職を定める規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第25号

沖縄県財務規則の一部を改正する規則

定期第4532号のうち「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則」を削除

することに伴い、次の規則について、規則番号の修正をお願いします。

【定期第4532号分】

沖縄県規則第15号

沖縄県職業能力開発校の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

【号外第４号分】

沖縄県規則第16号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

沖縄県規則第17号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第18号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第19号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

【号外第５号分】

沖縄県規則第20号

沖縄県特別職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第21号

地方公営企業法第39条第２項に規定する知事が定める職を指定する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第22号

沖縄県行政組織規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第23号

沖縄県出先機関の長に対する事務の委任及び決裁に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第24号

沖縄県標準的な職を定める規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第25号

沖縄県財務規則の一部を改正する規則

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第18号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県証紙条例施行規則（昭和48年沖縄県規則第13号）の一部を次のように改正する。

別表第１項中第274号を第277号とし、第269号から第273号までを３号ずつ繰り下げ、第268号の次に次の

３号を加える。

269 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料

270 建築物エネルギー消費性能適合性判定変更手数料

271 建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更の該当証明書交付手数料

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第19号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年沖縄県規則第52号）の

一部を次のように改正する。

第27条の見出し、第28条の見出し及び第29条の見出し中「情緒障害児短期治療施設」を「児童心理治療施

設」に改める。

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。
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公 告件名：事業者が個人情報を取り扱う際に準拠すべき指針の一部を改正する指針

（定型外）総務私学課

平成19年７月20日に公表した事業者が個人情報を取り扱う際に準拠すべき指針の一部を次のように改正

し、平成29年５月30日から施行する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

第１の２中「第２条第３項」を「第２条第５項」に、「該当せず、また、各省庁が策定した個人情報の保

護に関する指針も適用されない」を「該当しない」に改める。

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規

則をここに公布する。

平成29年３月31日

沖縄県知事 翁 長 雄 志

沖縄県規則第20号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成15年沖縄県規

則第50条）の一部を次のように改正する。

別表の２中「870円」を「350円」に、「7,950円」を「3,460円」に、「480円」を「250円」に、

「
レオメーター 同 220円 を

」

「
レオメーター 同 220円
超高速液体クロマトグラフ 同 1,090円 に、
走査型電子顕微鏡 同 420円

」

「
ジャーファーメンター 同 2,280円

を小型凍結乾燥機 同 1,490円
」

「
ジャーファーメンター（90リットル） 同 2,280円
ジャーファーメンター（600リットル） 同 1,030円 に、
小型凍結乾燥機 同 1,490円

」

「
電解水生成装置 同 20円 を

」

「
電解水生成装置 同 20円
粉体殺菌装置 同 2,930円
超高温液体加熱処理装置 同 1,530円
粉砕器 同 560円 に改める。
粉末自動充填機 同 430円
回転ドラム乾燥機 同 230円
乳化分散機 同 230円
急速冷凍装置 同 140円

」

附 則

この規則は、平成29年４月１日から施行する。

定期第4532号のうち「沖縄県食品の安全安心の確保に関する条例施行規則の一部を改正する規則」を削除

することに伴い、次の規則について、規則番号の修正をお願いします。

【定期第4532号分】

沖縄県規則第15号

沖縄県職業能力開発校の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

【号外第４号分】

沖縄県規則第16号

沖縄県個人情報保護条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

沖縄県規則第17号

沖縄県証紙条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第18号

沖縄県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第19号

沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則

【号外第５号分】

沖縄県規則第20号

沖縄県特別職に属する非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第21号

地方公営企業法第39条第２項に規定する知事が定める職を指定する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第22号

沖縄県行政組織規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第23号

沖縄県出先機関の長に対する事務の委任及び決裁に関する規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第24号

沖縄県標準的な職を定める規則の一部を改正する規則

沖縄県規則第25号

沖縄県財務規則の一部を改正する規則
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